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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  インクジェット記録方式による記録ヘッドを備えたインクジェット記録装置における紙
面予備吐方法であって、
  画像データに基づいて記録ヘッドにより画像の印刷を行うステップと、
  各ノズルについて所定期間に１回でも吐出がなされたか否かを検知するステップと、
  １回でも吐出がなされたノズルについては前記所定期間に続く次の所定期間に紙面予備
吐手段による予備吐出の対象から除外するステップと、
  予備吐出の対象から除外されなかったノズルについて、前記紙面予備吐手段により前記
次の所定期間内に所定のタイミングで用紙の紙面上で少なくとも１回予備吐出を行うステ
ップとを備え、
  前記所定期間を、前記記録ヘッドの各ノズルの許容暴露時間に応じて決定することを特
徴とする紙面予備吐方法。
【請求項２】
  前記所定のタイミングを記録ヘッドのノズル毎に異ならせたことを特徴とする請求項１
に記載の紙面予備吐方法。
【請求項３】
  前記所定期間は前記各ノズルの許容曝露時間の１／３以下であることを特徴とする請求
項１または２に記載の紙面予備吐方法。
【請求項４】
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  インクジェット記録方式による記録ヘッドを備えたインクジェット記録装置であって、
  画像データに基づいて記録ヘッドにより画像の印刷を行う印刷手段と、
  所定期間毎に記録ヘッドの全てのノズルに対して用紙の紙面上で少なくとも１回ずつ予
備吐出を行う紙面予備吐手段と、
  画像の印刷中、各ノズルについて各所定期間内に１回でも吐出がなされたか否かを検知
する吐出有無検知手段と、
  １回でも吐出がなされたノズルについては前記所定期間に続く次の所定期間に前記紙面
予備吐手段による予備吐出の対象から除外する制御手段とを備え、
  前記所定期間は、前記記録ヘッドの各ノズルの許容暴露時間に応じて決定されることを
特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項５】
  記録ヘッドを搭載したインクジェット記録装置において、
  画像データに基づいて記録ヘッドにより画像の印刷を行う印刷手段と、
  予め定められた紙面予備吐パターンに従って、所定期間毎に記録ヘッドの全てのノズル
に対して用紙の紙面上で少なくとも１回ずつ予備吐出を行う紙面予備吐手段と、
  各所定期間内に各ノズル毎の吐出の有無を検知する吐出有無検知手段と、
  前記吐出有無検知手段にて吐出無しと判断されたノズルに対してのみ前記所定期間に続
く次の所定期間に前記紙面予備吐パターンを有効とし、この有効とされた紙面予備吐パタ
ーンと前記画像データとに基づいて生成された印刷データを前記印刷手段に転送する制御
手段とを備え、
  前記所定期間は、前記記録ヘッドの各ノズルの許容暴露時間に応じて決定されることを
特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項６】
  前記制御手段は、前記吐出有無検知手段にて吐出無しと判断されたノズルに対して紙面
予備吐を有効とする有効フラグを保持し、記録ヘッドへ転送する前述の印刷データを生成
する際、前記有効フラグが"有効"であるときのみ前記紙面予備吐パターンを画像データに
追加して印刷データを生成することを特徴とする請求項５に記載のインクジェット記録装
置。
【請求項７】
  前記紙面予備吐パターンは前記所定期間内の予備吐出のタイミングを記録ヘッドのノズ
ル毎に異ならせたことを特徴とする請求項５または６に記載のインクジェット記録装置。
【請求項８】
  前記所定期間は前記各ノズルの許容曝露時間の１／３以下であることを特徴とする請求
項４～７のいずれかに記載のインクジェット記録装置。
【請求項９】
  前記記録ヘッドはラインヘッドであることを特徴とする請求項４～８のいずれかに記載
のインクジェット記録装置。
【請求項１０】
  紙面予備吐の動作モードとして、前記吐出有無検知手段の検知結果に基づいて前記所定
期間毎の紙面予備吐の要否を判断する第１の紙面予備吐モードと、前記吐出有無検知手段
の検知結果に関わらず印刷中に常に紙面予備吐を行う第２の紙面予備吐モードとを用意し
、前記記録ヘッドの印刷画素数に基づいて前記第１および第２の紙面予備吐モードを切り
替えて利用することを特徴とする請求項４～９のいずれかに記載のインクジェット記録装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インクジェット記録方式の記録ヘッドを搭載したインクジェット記録装置お
よびその紙面予備吐方法に関するものである。
【背景技術】
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【０００２】
　従来より、インクジェットプリンタ等の、インクジェット記録方式を採用した記録装置
においては、予備吐出（または予備吐）という動作が行われている。予備吐出とは、画像
データの記録とは別に、所定のタイミングでインクの吐出を行い、常に新鮮なインクを各
ノズル内に供給することで、気泡や塵埃あるいは溶媒の蒸発で増粘し記録に適さなくなっ
たインクの吐出不良要因を除去し、更にはヘッドの温度調節を行なうための処理である。
記録の実行中は必ずしも全てのノズルからインクが吐出される訳ではないため、全てのノ
ズルについて所定の時間毎に予備吐出処理を行うようにしている。そのため、従来、一般
的には一定期間印刷後、一旦印刷動作を中断し、予備吐出等の回復処理を行っている。こ
のような回復処理により、記録の安定性の向上を図ることができる。
【０００３】
　特許文献１には、シリアル型の記録ヘッド（全体）への所定期間における吐出信号の印
加の有無を検出し、その吐出信号の数（積分値）が設定値以下の場合に、次の主走査にお
ける始端部（余白部）に予備吐出を施す方法が記載されている。
【０００４】
　他に、従来のインクジェット記録装置では、所定期間吐出を行っていない場合、記録媒
体の綴じ代部分に予備吐出を行なう方法もある（例えば特許文献２）。更に分解能の高い
記録ヘッドでは所定の時間が経過したら記録媒体の記録エリアに予備吐出を行なう方法も
提案されている（例えば特許文献３）。
【特許文献１】実公平３－４５８１４号公報
【特許文献２】特開２００２－２２５３０１
【特許文献３】特開２００２－１４４５９９
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１に記載の技術における予備吐出は用紙の余白部にインクを吐出するものであ
り、印刷動作を中断しなくてもよいが、余白が無い連続紙や記録サイズが長い場合におい
ては適さない。特に、複数の記録素子を用紙の全幅に亘って直線状に配列した長尺タイプ
のラインヘッドを用いる従来のインクジェット記録装置では、ロール紙等の連続紙を連続
印刷する際、比較的長時間に亘って連続的に印刷動作が持続されることが多く、一定期間
吐出されないノズルはインクが増粘し、不吐出の要因となる。
【０００６】
　また、特許文献２および特許文献３による方法にしても所定期間経過すると、記録動作
の履歴に関わらず記録ヘッドの全ノズルに対して予備吐出が行なわれるためインク消費の
点で過剰となる。
【０００７】
　とりわけ、ラインヘッドの場合にはシリアルヘッドに比べてノズルの個数が格段に多く
両ヘッドで同じ頻度で各ノズルの予備吐出を行うとしても、ラインヘッドの方が予備吐出
に要するインクの消費量が多くなってしまう。特に、印刷される画像に関係なく一定周期
で各ノズルについて予備吐出を行う場合には無駄が多いことになる。
【０００８】
　上述のように各ノズル毎に吐出を行っていない期間を計測し、所定期間吐出を行ってい
ないノズルに対して予備吐を行うことにより無駄なインク消費が押さえられるが、個々の
ノズルについて吐出を行っていない期間を計測するには、ノズルの個数だけの計時手段（
例えばカウンタ）が必要となり、制御が複雑となる難点がある。
【０００９】
　また、ラインヘッドの全ノズルに対して同時に紙面予備吐を行うと、紙面上に吐出され
るデータが同一ライン上に並んで視認されやすくなるという問題もある。
【００１０】
　本発明は、上記の従来技術の課題を解決するためになされたもので、回復処理のために
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印刷を中断させることがなく、かつ、不要な予備吐出を減少させることができる紙面予備
吐方法およびインクジェット記録装置を提供することを目的とする。
【００１１】
　本発明の他の目的は、ラインヘッドに適する紙面予備吐方法およびこれを用いたインク
ジェット記録装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明による紙面予備吐方法は、インクジェット記録方式による記録ヘッドを備えたイ
ンクジェット記録装置における紙面予備吐方法であって、画像データに基づいて記録ヘッ
ドにより画像の印刷を行うステップと、各ノズルについて所定期間に１回でも吐出がなさ
れたか否かを検知するステップと、１回でも吐出がなされたノズルについては前記所定期
間に続く次の所定期間に紙面予備吐手段による予備吐出の対象から除外するステップと、
予備吐出の対象から除外されなかったノズルについて、前記紙面予備吐手段により前記次
の所定期間内に所定のタイミングで用紙の紙面上で少なくとも１回予備吐出を行うステッ
プとを備え、前記所定期間を、前記記録ヘッドの各ノズルの許容暴露時間に応じて決定す
ることを特徴とする。
【００１３】
　この構成では、所定期間毎に各ノズルについて吐出の有無を検知し、１回でも吐出がな
されたノズルについては次の所定期間内での紙面予備吐出動作を省略する。所定期間内に
１回も吐出がなされなかったノズルについては当該次の所定期間内での紙面予備吐動作を
行う。このように、各ノズルについて所定期間毎の吐出の履歴に基づいて次の所定期間で
の紙面予備吐を行うか否かが決定される。
【００１４】
　前記所定のタイミングを記録ヘッドのノズル毎に異ならせることにより、紙面予備吐を
広い用紙領域に分散させ、印刷される画像品位の低下を防止できる。
【００１５】
　前記所定期間は前記各ノズルの許容曝露時間の１／３以下に設定することにより、各ノ
ズルについて確実な予備吐出の効果が得られる。
【００１６】
　本発明によるインクジェット記録装置は、画像データに基づいて記録ヘッドにより画像
の印刷を行う印刷手段と、所定期間毎に記録ヘッドの全てのノズルに対して用紙の紙面上
で少なくとも１回ずつ予備吐出を行う紙面予備吐手段と、画像の印刷中、各ノズルについ
て各所定期間内に１回でも吐出がなされたか否かを検知する吐出有無検知手段と、１回で
も吐出がなされたノズルについては前記所定期間に続く次の所定期間に前記紙面予備吐手
段による予備吐出の対象から除外する制御手段とを備え、前記所定期間は、前記記録ヘッ
ドの各ノズルの許容暴露時間に応じて決定されることを特徴とする。
【００１７】
　本発明によるインクジェット記録装置は、他の見地によれば、記録ヘッドを搭載したイ
ンクジェット記録装置において、画像データに基づいて記録ヘッドにより画像の印刷を行
う印刷手段と、予め定められた紙面予備吐パターンに従って、所定期間毎に記録ヘッドの
全てのノズルに対して用紙の紙面上で少なくとも１回ずつ予備吐出を行う紙面予備吐手段
と、各所定期間内に各ノズル毎の吐出の有無を検知する吐出有無検知手段と、前記吐出有
無検知手段にて吐出無しと判断されたノズルに対してのみ前記所定期間に続く次の所定期
間に前記紙面予備吐パターンを有効とし、この有効とされた紙面予備吐パターンと前記画
像データとに基づいて生成された印刷データを前記印刷手段に転送する制御手段とを備え
、前記所定期間は、前記記録ヘッドの各ノズルの許容暴露時間に応じて決定されることを
特徴とする。

【００１８】
　より具体的には、前記制御手段は、前記吐出有無検知手段にて吐出無しと判断されたノ
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ズルに対して紙面予備吐を有効とする有効フラグを保持し、各記録ヘッドへ転送する前述
の印刷データを生成する際、前記制御手段は、前記吐出有無検知手段にて吐出無しと判断
されたノズルに対して紙面予備吐を有効とする有効フラグを保持し、各記録ヘッドへ転送
する前述の印刷データを生成する際、前記有効フラグが“有効”であるときのみ前記紙面
予備吐パターンを画像データに追加して印刷データを生成する。
【００１９】
　本発明は前記記録ヘッドとしてラインヘッドを用いる装置に適用して好適である。
【００２０】
　紙面予備吐の動作モードとして、前記吐出有無検知手段の検知結果に基づいて前記所定
期間毎の紙面予備吐の要否を判断する第１の紙面予備吐モードと、前記吐出有無検知手段
の検知結果に関わらず印刷中に常に紙面予備吐を行う第２の紙面予備吐モードとを用意し
、前記記録ヘッドの印刷画素数に基づいて前記第１および第２の紙面予備吐モードを切り
替えて利用するようにしてもよい。これにより、第１の紙面予備吐モードのみを採用した
場合の白紙に近い画像の印刷における弊害を防止することができる。
【発明の効果】
【００２１】
　本発明によれば、紙面予備吐を採用するので、記録ヘッドの回復処理のために印刷を中
断せずに、インク無し等のエラーが発生するまで連続して印刷を続行することができる。
のみならず、各ノズルの吐出の履歴に応じて予備吐出の実行を省略するので、不要な予備
吐出を減少させることができる。したがって、印刷対象の画像に応じて大幅に予備吐出の
回数を削減し、無駄なインク消費を低減することができる。
【００２２】
　紙面予備吐を行うか否かの条件として、所定期間毎に単に各ノズルの吐出の有無を検知
することにより、構成および制御が簡単となる。
【００２３】
　また、予備吐出するノズル毎に吐出のタイミングを異ならせることにより、予備吐出さ
れるインクを紙面上へ拡散させることができ、これにより、予備吐出の減少と相俟って、
紙面予備吐に伴う画像品位の低下を抑えることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下に、図面を参照して、この発明の好適な実施の形態を例示的に詳しく説明する。た
だし、この実施の形態に記載されている構成要素の相対配置、式、数値等は、特に特定的
な記載がない限りは、この発明の範囲をそれらのみに限定する趣旨のものではない。
【００２５】
　図１は本実施の形態におけるインクジェット記録ヘッドの配列を模式的に説明するため
の斜視図である。
【００２６】
　本実施の形態における記録手段としての記録ヘッドは、複数の記録素子を直線状に配列
した長尺タイプの複数のラインヘッドを用紙の搬送する方向と直交する方向に互いに並行
に配列してなるものである。図示の例では、複数のラインヘッドは、それぞれ異なる色の
インク、この例では、ブラック、シアン、ライトシアン、マゼンタ、ライトマゼンタ、イ
エローの各色のインクを吐出して記録を行なう６個の記録ヘッドＢｋ、Ｃ、ＬＣ、Ｍ、Ｌ
Ｍ、Ｙを備えている。
【００２７】
　図２は本発明の一実施の形態に係るインクジェット記録装置の制御ハードウェアの概略
構成を、外部のホストコンピュータ２００とともに示すブロック図である。ここでは、イ
ンクジェット記録装置としてプリンタを例として説明するが、本発明はプリンタに限るも
のではなく複写機やファクシミリ機等であってもよい。
【００２８】
　図２において、メインコントローラ２０１は、記録装置全体を制御するＣＰＵ等を含む
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構成要素であり、他の構成要素の制御手段として機能する。このメインコントローラ２０
１は、ホストコンピュータ２００に接続され、互いに信号（画像データを含む）の授受を
行ない得るようになっている。また、プログラムメモリ２０２はメインコントローラ２０
１に接続されるメモリである。このメモリに本記録装置を制御するための制御プログラム
が格納されている。
【００２９】
　ヘッド駆動回路２０３は、前記各色の記録ヘッドに内蔵される発熱体を駆動する駆動回
路である。モータドライバ２０４Ｄは記録ヘッドを印刷ポジション、またはホームポジシ
ョンへ移動させるヘッド昇降モータ２０４を駆動させる為の駆動回路である。モータドラ
イバ２０５Ｄは、記録ヘッド内に存在する増粘インクなどの吸引、排出などを実行するた
めの回復系に設けられた回復系モータ２０５を駆動する駆動回路である。いずれもメイン
コントローラ２０１によって制御される。イメージバッファ２０６はホストコンピュータ
２００から送信されてきた画像データを格納するイメージバッファである。
【００３０】
　ホストコンピュータ２００から送信される画像データは、メインコントローラ２０１に
接続されたイメージコントローラ２０７によってイメージバッファ２０６に格納される。
メインコントローラ２０１は、一枚分の画像データが用意されると、モータドライバ２０
４Ｄによりヘッド昇降モータ２０４を駆動させ、ヘッドをホームポジションから印刷ポジ
ションへ移動させる。
【００３１】
　次に、用紙が記録位置に達すると、メインコントローラ２０１に接続されたイメージコ
ントローラ２０７が、イメージバッファ２０６に格納されたビットマップ形式で記録され
た画像データに従ってヘッド駆動回路２０３を制御し画像の形成を行なう。
【００３２】
　また、ホストコンピュータ２００から画像データを受信しイメージバッファ２０６に格
納する処理は、画像を印刷する処理と互いに並行して行なうことで、異なる画像を連続し
て印刷することが出来る。印刷を終了する際は、ヘッド昇降モータ２０４を駆動させ、ヘ
ッドを印刷ポジションからホームポジションへ移動させて終了となる。
【００３３】
　インクジェット用の記録ヘッドは、その特性上記録ヘッドを大気中に曝露し続けると、
吐出ノズル付近のインクが乾燥することによって増粘し、印刷不良を発生してしまう。そ
こでインクジェット記録装置の場合、印刷前のみならず印刷中でもヘッドを曝露している
状態が一定期間続いた場合はメインコントローラ２０１がイメージコントローラ２０７へ
印刷の中断命令を出して回復処理を行う必要がある。一般的に、回復を行う処理手段の一
つとして前述したような予備吐出手段がある。予備吐出は一般的に、ノズルの全吐出口か
ら、インク吸収体などで構成される所定のインク受けにインクを吐出することによって行
なわれる。このような予備吐出により、記録の安定性の向上を図ることができる。しかし
、このようなインク受けにインクを吐出する回復処理では印刷を中断する必要があり、印
刷のスループットの観点から問題がある。
【００３４】
　一方、印刷中に紙面上に予備吐出を行う紙面予備吐では印刷を中断する必要がないので
、スループットが向上する利点がある。しかし、インク受けに対する吐出は一斉に行って
問題ないが、ラインヘッドにより用紙上に一斉に予備吐出を行うと直線的な画像が形成さ
れてしまい好ましくない。
【００３５】
　紙面予備吐では、記録ヘッドを大気中に曝露し続けることによるインクの増粘を抑える
ため、絶えず一定期間が経過する前に必ず全吐出ノズルよりインクを吐出させる。このよ
うな一定期間は許容曝露時間という。許容曝露時間はインクの特性や周囲環境の温度・湿
度、ヘッドの構造等によって変わりうる。したがって、採用する許容曝露時間は、個々の
装置機種においてそのような変わりうる許容曝露時間の最短の期間である。勿論、条件に
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応じて、採用する許容曝露時間ひいては紙面予備吐周期を切り替えるようにしてもよい。
【００３６】
　ラインヘッドで一度に全ノズルより予備吐出を行うと、用紙上に直線的な吐出画像が形
成されてしまう。このため、一定期間内に各ノズルよりランダム的に吐出させる。
【００３７】
　図３は、複数のノズルを有するライン型の記録ヘッドが用紙に対して紙面予備吐のみ行
った場合の記録の様子を示す図である。この図では便宜上、ノズル数を１２８とする。図
３の例における紙面予備吐では、１回の予備吐出で、１ライン１２８ノズル中の１ノズル
から吐出を行うこととしている。図中、“●”が予備吐出された吐出データを表す。全ノ
ズルの吐出を行うためには１２８ラインが必要となる。全ノズルの予備吐出を１回完了す
るのに要する時間を紙面予備吐周期と呼ぶ。図３の例では、１２８ラインの印刷を行う時
間が紙面予備吐周期となる。図３から分かるように、予備吐出により記録されるドットは
紙面上に分散し、かつ、１ドットは微小なので、殆ど目立たない。
【００３８】
　図３の例における紙面予備吐周期は１２８ラインの記録に要する時間と同じであり、こ
れは通常、許容曝露時間より十分短い。したがって、１ラインに１ノズルの予備吐出では
なく、複数ラインに１ノズルの予備吐出とすることにより、紙面予備吐周期を長くするこ
とができる。
【００３９】
　図４は紙面予備吐の間隔を１１ラインに１ノズルの割合で（１０ライン置きに）実施し
ている。このように紙面予備吐の間隔を大きくするほど紙面予備吐の結果が目立たなくな
る。しかし、紙面予備吐周期がその分長くなる。この周期が長くなりすぎると、ノズルに
よっては許容曝露時間を越えて予備吐出が全く行われないという事態が生じうる。
【００４０】
　必要な紙面予備吐の間隔は、インクジェット記録装置の記録ヘッド、インク、印刷速度
、温湿度等のパラメータで変化する。この間隔を必要以上に狭くすると（例えば１ライン
に複数ノズルの予備吐出の場合）、紙面予備吐が画像品位に影響を与えてしまうおそれが
ある。したがって、紙面予備吐周期は画像品位と予備吐出の本来の目的との両方を満足す
るような周期を設定する必要がある。条件に応じて許容できる最大の周期とするように紙
面予備吐周期を可変制御することも可能である。
【００４１】
　なお、紙面予備吐パターンは、予備吐出の対象から除外されなかったノズルについて、
予備吐周期内の所定のタイミングで用紙の紙面上で少なくとも１回予備吐出を行う際に、
当該所定のタイミングを記録ヘッドのノズル毎に異ならせるようにしたものである。この
紙面予備吐パターンは、印刷前にメモリへ格納しておき、印刷が開始されるとき画像デー
タと並行して読み込んで各記録ヘッドへ転送する。あるいは、プリンタ内部でランダムな
紙面予備吐パターンを発生させるハードウェア回路および／またはソフトウェア処理を用
いてもよい。
【００４２】
　ここで、図３または図４に示したような紙面予備吐を印刷中に連続して行った場合の問
題について図５により説明する。
【００４３】
　用紙を図に示した搬送方向に送ることによって、例として図のような印刷画像Ａ，Ｂ等
が出力されるものとする。印刷画像Ａ，Ｂの記録に用いられるノズルは同じであるものと
する。このような場合、印刷画像Ａの記録に必要とした各ノズルは、その後図示された紙
面予備吐周期中１度吐出すればよいところを、その後、印刷画像Ｂで重複して記録してい
る。したがって、印刷画像Ａの記録後の紙面予備吐周期中には印刷画像Ｂの記録を担当す
るノズル群については予備吐出は必要ないにも関わらず紙面予備吐領域Ｒ１等にて不要な
予備吐出を行っていることになる。これは紙面予備吐のデータを、印刷対象の画像に関係
なく画像データへ合成しているためである。
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【００４４】
　本発明ではこの様な画像の場合、この不要な紙面予備吐を低減させることを企図する。
そのための方法に関して図６を参照し説明を行なう。
【００４５】
　用紙を図に示した搬送方向に送ることによって、例として印刷画像Ｉ１、印刷画像Ｉ２
、印刷画像Ｉ３、印刷画像Ｉ４のような印刷画像が出力されるものとする。本実施の形態
では紙面予備吐周期Ｔに対応する印刷領域を「吐出有無確認領域」として定義する。各吐
出有無確認領域において、当該紙面予備吐周期Ｔ中に記録ヘッド（ラインヘッド）の各ノ
ズルについて１回でも吐出があったかどうかをチェックし、その結果を“吐出有無確認ｂ
ｉｔ”と呼ぶ各ノズル毎の吐出履歴を記録するための変数に保持する。この例では吐出有
無確認ｂｉｔの値は“０”が「吐出有り」、“１”が「吐出無し」に相当する。図の例で
は、吐出有無確認領域Ｃ１においては、印刷画像Ｉ１の記録を担当したノズル群について
吐出有無確認ｂｉｔが“０”となる。このように１回でも吐出があったノズルについては
、次の紙面予備吐周期Ｔ中は紙面予備吐の実行を省略する。すなわち、吐出有無確認領域
Ｃ２において印刷画像Ｉ１に相当するノズル群については当該領域内では全く予備吐出を
行わない。残りの紙面予備吐領域Ｒ２については各ノズル１回の予備吐出が行われる。こ
の紙面予備吐の実行を省略した領域部分を含む吐出有無確認領域Ｃ２においても、各ノズ
ルの吐出の有無を確認し、吐出有無確認ｂｉｔに値を設定する。吐出有無確認領域Ｃ２に
ついては紙面の幅全体に亘る印刷画像Ｉ３が記録されているので、全ノズルの吐出有無確
認ｂｉｔが“０”となる。したがって、次の紙面予備吐周期Ｔに対応する吐出有無確認領
域Ｃ３の全領域について紙面予備吐は省略される。この吐出有無確認領域Ｃ３では印刷画
像Ｉ４が存在するので、それらの記録を担当したノズル群について吐出有無確認ｂｉｔが
“０”となり、次の紙面予備吐周期Ｔに対応する吐出有無確認領域Ｃ４においては、当該
ノズル群について紙面予備吐の実行が省略される。当該ノズル群以外のノズルについては
、紙面予備吐領域Ｒ３において各ノズル１回の予備吐出が行われる。
【００４６】
　このようにして、本発明による紙面予備吐方法によれば、全ノズルの予備吐出の必要性
を満足しつつ、不要な紙面予備吐を省略することができる。
【００４７】
　図６で説明した紙面予備吐方法で留意すべき点は、どのノズルについても、紙面予備吐
周期Ｔの１周期分の予備吐出が省略されることによって、不吐出期間が許容曝露時間を越
えるようなことがあってはならない、ということである。この再、紙面予備吐が省略され
た紙面予備吐周期Ｔ分のみを考慮したのでは足りず、前後の紙面予備吐周期Ｔ内での連続
した不吐出期間も考慮する必要がある。例えば、図７に示す様な、記録画素数の少ない白
紙に近い画像データを印刷した場合を考える。図に示した例では、吐出有無確認領域Ｃ２
における先頭側（図の下側）に横長に伸びた印刷画像Ｉ５のみが記録されている。このと
き、次の吐出有無確認領域Ｃ３では紙面予備吐が省略され、画像も存在しないので、全ノ
ズルについて全く吐出が行われない。続く吐出有無確認領域Ｃ４では全幅に亘って紙面予
備吐が行われる（但し各ノズルの吐出タイミングは異なる）。このような場合、ノズルＸ
については紙面予備吐７０２から紙面予備吐７０３までは、図の例では、紙面予備吐周期
Ｔの２周期分の不吐出期間が生じる。各紙面予備吐周期における紙面予備吐パターンが全
く同一の場合などにこのような状態が生じる。しかし、紙面予備吐パターンがランダムに
なると、ノズルＸについて、吐出有無確認領域Ｃ２の先頭側で紙面予備吐が発生し、１周
期空いた次の吐出有無確認領域Ｃ４の後端側紙面予備吐が発生した場合が最も長い不吐出
期間となる。この不吐出期間は紙面予備吐周期のＴのほぼ３周期分に相当する。このよう
な最悪の場合の不吐出期間が許容曝露時間を越えないことが必要である。したがって、こ
の条件を満足するには、紙面予備吐周期の３周期分が許容曝露時間内に収まる必要がある
。その結果、各吐出有無確認領域に対応する紙面予備吐周期は許容曝露時間の１／３以下
とする必要がある。
【００４８】
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　なお、ラインヘッドにおける各ノズルの不吐出期間は特に計時手段を設けることなく、
吐出のない連続ライン数と既知の１ライン当たりの用紙搬送時間とにより定まる。したが
って、記録速度の変更に対しても不吐ライン数に基づいて不吐出期間を算出できる。但し
、本実施の形態では紙面予備吐周期内における吐出の有無（１回の吐出とそれ以上の吐出
は区別しないで単に「吐出有り」）を判定するのみなので、不吐出のライン数をカウント
する必要はなく、ノズル当たり１ビット（すなわち吐出有無確認ｂｉｔ）があれば吐出の
有無を記憶できる。したがって、各ノズル毎にカウンタを設ける必要はなく、各ノズル当
たり１ビットの記憶容量を用意すればよい。但し、本実施の形態では円滑な制御の都合上
、吐出有無確認ｂｉｔ値を保持するためのノズル当たりもう１ビット（紙面予備吐有効ｂ
ｉｔ）を用いている。
【００４９】
　図８は、白紙に近い画像に関して、画像データによらない従来の紙面予備吐（ａ）と本
実施の形態の紙面予備吐（ｂ）を比較するための図である。現実にはそのようなことはな
いと考えられるが、便宜上、この例では印刷結果が完全な白紙となる場合を示している。
図ではグレーの塗り潰しおよびハッチングを施した部分が紙面予備吐が行われる領域を示
している。図から分かるように、本実施の形態での紙面予備吐周期は従来の１／３となり
、その結果、１ノズル当たりの紙面予備吐の頻度は従来の３／２倍となる。したがって、
紙面予備吐周期を許容曝露時間の１／３以下とする紙面予備吐方法で、白紙に近い画像を
印刷する場合には、却って従来より予備吐回数が増加しうる。但し、従来の紙面予備吐周
期は概ね１秒～１０秒程度である。例として記録速度を１ｍ／秒で行なった場合、紙面予
備吐周期にて印刷される印刷長は１ｍ～１０ｍとなる。紙面予備吐周期が１／３となった
場合の当該印刷長は約３３ｃｍから３．３ｍとなるが、このような場合でも予備吐出は広
い領域内に分散されるので紙面予備吐による吐出インクの微小なドットは殆ど目立たない
。また、一般的な画像であれば、その印刷中に画像データが多量に含まれている為、本実
施の形態によれば紙面予備吐が必要となるノズルは激減すると考えられる。
【００５０】
　なお、各吐出有無確認領域における紙面予備吐パターンが全く同じ場合のように、最大
の不吐出期間が紙面予備吐周期Ｔのたかだか２周期分に限られる場合には、紙面予備吐周
期は許容曝露時間の１／３以下とする必要はなく、１／２以下で足りる。この場合、１ノ
ズル当たりの紙面予備吐の頻度は従来と同じとなる。
【００５１】
　以下に、本実施の形態における紙面予備吐の詳細な制御方法について、図９に示すフロ
ーチャートを用いて説明する。この処理は、上述したメインコントローラ２０１のＣＰＵ
がプログラムメモリ２０２内の制御プログラムを読み出して実行することにより実現され
る。後述する他のフローチャートの処理についても同様である。この処理は各記録ヘッド
毎に実行される。
【００５２】
　印刷が開始（Ｓ１１）されていない状態では、紙面予備吐用のパラメータである吐出有
無確認ｂｉｔ、及び紙面予備吐有効ｂｉｔ（有効フラグ）の値をリセット（“１”）する
（Ｓ１２）。紙面予備吐有効ｂｉｔは、各紙面予備吐周期において、各ノズル毎の紙面予
備吐パターンによる予備吐を有効化するか否かを定める変数である。一定期間である紙面
予備吐周期のある周期で確認された吐出有無確認ｂｉｔの値を次の周期のためにリセット
する前にその値が対応する紙面予備吐有効ｂｉｔに代入される。
【００５３】
　この例では、ラインヘッドの各記録ヘッドのノズル数が２４００の場合を想定している
。吐出有無確認ｂｉｔおよび有効ｂｉｔはいずれも２４００ｂｉｔである。すなわち、記
録ヘッドを複数搭載している場合、それぞれに吐出有無確認ｂｉｔを設ける。
【００５４】
　印刷が開始されると（Ｓ１１，Ｙｅｓ）、前述の吐出有無確認ｂｉｔに各記録ヘッドへ
転送するノズル毎の印刷データの有無を記録する（Ｓ１３）。この印刷データは紙面予備
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吐データも付加され、実際に記録ヘッドより吐出される印刷データである。この印刷デー
タの値が「有り」の場合、吐出した履歴を記録するため、対応するノズルの吐出有無確認
ｂｉｔの値に“０”を代入する。画像データも予備吐データのどちらも無しの場合には代
入はせず、以前の値を保持する。
【００５５】
　次に、各記録ヘッドへ転送する前述の印刷データを生成する際、各ノズルへ順次転送す
べき印刷データは下記条件（論理式）で生成される（Ｓ１４）。
　＜紙面予備吐パターン値　ａｎｄ　有効ｂｉｔ　ｏｒ　画像データ＞　
ここに、“ａｎｄ”および“ｏｒ”はそれぞれ論理積および論理和を表す。この式に従っ
て、吐出無しと判断されたノズルに対して保持された紙面予備吐を有効とする有効フラグ
に基づいて、各記録ヘッドへ転送する前述の印刷データを生成する際、有効フラグが“有
効”であるときのみ紙面予備吐パターンを画像データに追加して印刷データを生成する。
【００５６】
　紙面予備吐パターン値が“１”すなわち、紙面予備吐データが有りで、且つ紙面予備吐
有効ｂｉｔ値が“１”、すなわち直前まで印刷データの吐出を行なっていない場合は、画
像データの有無に関わらず予備吐データを付加し、印刷データを“１”とする。紙面予備
吐有効ｂｉｔ値が“０”の場合、紙面予備吐パターン値が“１”であっても予備吐データ
を付加しない。勿論、画像データが“１”であればそのまま記録ヘッドへ転送する。
【００５７】
　この印刷データの転送を一定期間行なった後（Ｓ１５）、すなわち紙面予備吐周期とな
った場合、全吐出有無確認ｂｉｔの値を紙面予備吐有効ｂｉｔに代入し（Ｓ１６）、吐出
有無確認ｂｉｔの値は全て“１”にリセットする（Ｓ１７）。印刷が終了するまで（Ｓ１
８）、上記動作を繰り返し実行する。このような処理により、不要な紙面予備吐を減少さ
せることができる。
【００５８】
　以上説明した本発明実施の形態においては、印刷中は必ず、図９で説明した紙面予備吐
処理を行う構成であるが、ホストコンピュータより画像データを受信する際、印刷画素数
などの情報を同時に受信し、全体の画像サイズに対する画像データの割合を知ることで、
全体の画素数が少ない印刷ジョブであれば、従来どおりの紙面予備吐を行う様、切り替え
ることも可能である。
【００５９】
　図１０はそのような制御を採用した本発明の第２の実施の形態の動作を表すフローチャ
ートである。第２の実施の形態の装置構成は第１の実施の形態と同じであり、重複した説
明は省略する。この実施の形態では、紙面予備吐の動作モードとして、各ノズルの吐出有
無の検知結果に基づいて所定期間毎の紙面予備吐の要否を判断する第１の紙面予備吐モー
ドと、吐出有無の検知結果に関わらず印刷中に常に紙面予備吐を行う第２の紙面予備吐モ
ードとを用意する。第１の紙面予備吐モードは、図９に示したようなノズル単位に画像デ
ータに応じて紙面予備吐の実行を省略する動作モードである。第２の紙面予備吐モードは
、図３、図４に示したような、常時紙面予備吐を実行する動作モードである。
【００６０】
　図１０の処理において、まず、各記録ヘッド毎に印刷画素数をチェックすることにより
（Ｓ２１）、印刷結果が白紙に近いかどうかを判断する（Ｓ２２）。印刷画素数が所定の
閾値より多い場合には、第１の紙面予備吐モードを選択する（Ｓ２３）。印刷画素数が所
定の閾値以下である場合には、第２の紙面予備吐モードを選択する（Ｓ２４）。
【００６１】
　これにより、印刷ジョブに応じて、より適切な紙面予備吐動作を選択して実行すること
ができる。なお、印刷結果が白紙に近いかどうかのチェックは印刷画素数をチェックする
ことにより判断したが、これに限るものではない。
【００６２】
　以上の様に本実施の形態によれば、回復処理のために印刷を中断することはなく、紙面
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予備吐を従来よりも効果的に実行可能なインクジェット記録装置を提供することができる
。また、印刷画像データによっては、紙面予備吐方法を切り替えることにより、実印刷画
像に対して紙面予備吐による影響を殆ど与えないインクジェット記録装置を提供すること
ができる。
【００６３】
　以上、本発明の好適な実施の形態について説明したが、上記で言及した以外にも種々の
変形、変更を行うことが可能である。例えば、本発明はラインヘッドを用いるインクジェ
ット記録装置に適用して好適であるが、用紙搬送方向と直交する方向に記録ヘッドが走査
される、直線状に並んだ複数ノズルを有するシリアル型のインクジェット記録装置への適
用を排除するものではない。また、１紙面予備吐周期における１ノズルの予備吐出は１回
としたが必ずしも１回に限るものではなく、複数回としてもよい。複数の記録ヘッドを用
いたカラーの記録装置について説明したが、単一の記録ヘッドを用いる単色の記録装置に
も本発明は適用可能である。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　本発明は中断なく記録動作を実行するような産業用の記録装置、とりわけ高速で高画質
（高分解能）のインクジェット記録装置への利用が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００６５】
【図１】本発明の実施の形態におけるインクジェット記録ヘッドの配列を模式的に説明す
るための斜視図である。
【図２】本発明の一実施の形態に係るインクジェット記録装置の制御ハードウェアの概略
構成を、外部のホストコンピュータとともに示すブロック図である。
【図３】複数のノズルを有するライン型の記録ヘッドが用紙に対して紙面予備吐のみ行っ
た場合の記録の様子を示す図である。
【図４】紙面予備吐の間隔を１１ラインに１ノズルの割合で（１０ライン置きに）実施し
た場合の記録の様子を示す図である。
【図５】図３または図４に示したような予備吐出を印刷中に連続して行った場合の問題を
説明するための図である。
【図６】不要な紙面予備吐を低減させるための本発明の実施の形態における紙面予備吐方
法を説明するための図である。
【図７】記録画素数の少ない白紙に近い画像データを印刷した場合の問題点を説明するた
めの図である。
【図８】白紙に近い画像に関して、画像データによらない従来の紙面予備吐と本実施の形
態の紙面予備吐を比較するための図である。
【図９】本発明の実施の形態における紙面予備吐の詳細な制御方法を示すフローチャート
である。
【図１０】本発明の第２の実施の形態の動作を表すフローチャートである。
【符号の説明】
【００６６】
２００…ホストコンピュータ
２０１…メインコントローラ
２０２…プログラムメモリ
２０３…ヘッド駆動回路
２０４…ヘッド昇降モータ
２０４Ｄ…モータドライバ
２０５Ｄ…モータドライバ
２０５…回復系モータ
２０６…イメージバッファ
２０７…イメージコントローラ
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７０２，７０３…紙面予備吐
Ａ，Ｂ…印刷画像
Ｃ１，Ｃ２，Ｃ３，Ｃ４…吐出有無確認領域
Ｉ１，Ｉ２，Ｉ３，Ｉ４，Ｉ５…印刷画像
Ｒ１，Ｒ２，Ｒ３…紙面予備吐領域
Ｔ…紙面予備吐周期

【図１】 【図２】
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【図９】 【図１０】
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